
（１）申請件数

（２）申請大学数（設置形態別）

うち申請代表校 うち共同申請校

国　立　大　学 34 4 30

公　立　大　学 8 2 6

私　立　大　学 14 5 9

大学共同利用機関法人 1 0 1

合　　　計 57 11 46

※申請代表校が他の申請の共同申請校となること、また、複数の申請の共同申請校となることを
 　妨げていないため、申請大学等数及び共同申請校に一部重複がある。

申請大学等数

　　　　　　　　　　件　　数

区分
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設置
形態

申請代表校 取組名称 教育プログラム名称 共同申請校 連携企業等

国立 電気通信大学
高度IoT社会を活性化する総合
コミュニケーション型スペシャリス
トの実践的教育

マルチメジャー指向IoT人材のダ
ブルレイヤー型ユニバーサル社
会人教育

群馬大学、富山大学、豊
橋技術科学大学、東京
都市大学

アイシン精機(株)、横河電機株(株)、ルネサス エレクトロニクス
(株)、アズビル(株)、三菱電機(株)、ガイオ・テクノロジー(株)、日立
製作所(株)、技術研究組合制御システムセキュリティセンター、
（株）ヤマト、サンデンホールディングス（株）、三協立山アルミ
（株）、インテック（株）、YKK（株）、シンフォニアテクノロジー（株）、
（株）アイ・エム・アイ、（株）FFRI、マスワークジャパン（株）

国立 名古屋大学
成長分野を支える情報技術人材
の育成拠点の形成(enPiT)

組込みシステム技術者のための
技術展開力育成プログラム

静岡大学、広島大学、愛
媛大学、南山大学

(株)デンソー技研センター、APIJ(株)、（特非）TOPPERSプロジェクト

国立 岡山大学
enPiT-Pro　社会人学び直し教
育プログラム

AI・セキュリティ分野を牽引する
中四国連携実践的教育プログラ
ム

香川大学、島根大学

（株）日立製作所　研究開発グループ　テクノロジーイノベーション
統括本部、（一社）データクレイドル、（一社）システムエンジニアリ
ング岡山（株式会社システムズナカシマ、ナカシマホールディングス
株式会社 、株式会社ベネッセインフォシェル 、株式会社両備シス
テムズ、岡山ガス株式会社 、岡山放送株式会社 、テレビせとうち
株式会社、山陽放送株式会社 、株式会社中国銀行 、株式会社Ｎ
ＴＴデータ中国 岡山支店、富士ゼロックス岡山株式会社 、三井造
船システム技研株式会社 西日本事業所、西日本電信電話株式会
社 岡山支店、株式会社日立システムズ 、株式会社ＮＴＴデータ中
国 岡山支店、ＪＦＥシステムズ株式会社 西日本事業所、株式会社
岡山トヨタシステムサービス、株式会社ドコモＣＳ中国 岡山支店、
他　全64社）

国立 長崎大学
オール長崎による長崎シリコン
バレー化のための人材育成事業

IoTと人工知能による安心・安全
なサービス創出プログラム

長崎県立大学、長崎総
合科学大学

佐世保工業高等専門学校、長崎サミット・プロジェクト、（一社）長崎
県情報産業協会、長崎県警察、（株）亀山電機、扇精光ソリューショ
ンズ（株）、オフィスメーション（株）、不動技研工業（株）、システム
ファイブ（株）、（株）カスペルスキー、富士通（株）、日本IBM（株）、
（株）ラック、西日本電信電話（株）

公立 産業技術大学院大学
成長分野を支える情報技術人材
の育成拠点の形成(enPiT-Pro)

先端的システムデザイン技術の
社会人学び直し拠点形成

愛媛大学、香川大学、岩
手県立大学、公立はこだ
て未来大学

一般財団法人日本ＯＭＧ、ＰＭＩ日本支部、産技大運営諮問会議、
えひめ産業振興財団、株式会社DNPコミュニケーションデザイン、
日立INSソフトウェア株式会社、プログレス・テクノロジーズ株式会
社、株式会社富士通総研、株式会社FUJITSUユニバーシティ、滝
沢市IPUイノベーションセンター

公立 北九州市立大学

地域産業の競争力強化を図る人
工知能とロボット技術を駆使した
IoT技術の社会実装を推進する
実践的人材育成コースの開発・
実施

SI-IoTAiR (Social
Implementation on IoT with Ai
and Robot)

九州工業大学、熊本大
学、宮崎大学、広島市立
大学

アイシン精機株式会社、株式会社高田工業所、トヨタ自動車株式
会社、株式会社デンソー、日産自動車株式会社、日本電産エレシ
ス株式会社、株式会社マクニカ、株式会社安川電機、KOA株式会
社、北九州e-PORTパートナー（パートナー数:95団体、うち産業界
61社）

私立 東洋大学
ICTベースの社会形成のための
文理融合のICT教育

Open IoT教育
東京大学、横浜国立大
学、名古屋大学、名城大
学

NPOトロンフォーラム (幹事会社：イーソル株式会社、株式会社サ
トー、株式会社ソシオネクスト、日本電気株式会社、日本マイクロソ
フト株式会社、パーソナルメディア株式会社、株式会社日立製作
所、株式会社日立超LSIシステムズ、富士通株式会社、株式会社
横須賀テレコムリサーチパーク、ルネサス エレクトロニクス株式会
社）、一般社団法人 IoTサービス連携協議会（AIoTS）、IEEE
Consumer Electronics Society West-Japan Chapter、一般社団法
人組込みシステム技術協会（JASA）公共交通オープンデータ協議
会（ODPT）、一般社団法人オープン＆ビッグデータ活用・地方創生
推進機構（VLED）（予定）

私立 早稲田大学
スマートシステム＆サービス技
術の産学連携イノベーティブ人
材育成

スマートエスイー（Smart SE:
Smart Systems and Services
innovative professional
Education program）

茨城大学、群馬大学、東
京学芸大学、東京工業
大学、大阪大学、九州大
学、北陸先端科学技術
大学院大学、奈良先端
科学技術大学院大学、
工学院大学、東京工科
大学、東洋大学、鶴見大
学、情報・システム研究
機構（国立情報学研究
所）

日本電気株式会社、富士通株式会社、株式会社日立製作所、株
式会社東芝、株式会社いい生活、ヤフー株式会社、モバイルコン
ピューティング推進コンソーシアム（MCPC）、一般社団法人次世代
センサ協議会（SENSOR）、一般社団法人日本IT団体連盟
（ITrenmei）、一般社団法人IT検証産業協会（IVIA）、一般社団法人
コンピュータソフトウェア協会（CSAJ）、一般社団法人組込みシステ
ム技術協会（JASA）、
一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）、特定非営利活動
法人全脳アーキテクチャ・イニシアティブ（WBAI）、一般社団法人新
経済連盟（JANE）、先端IT活用推進コンソーシアム（AITC）

私立 情報セキュリティ大学院大学

企業・官公庁等のIT実務、OT実
務、設計・製造実務における情
報セキュリティに関わるプロ人材
育成コースの開発・実施

情報セキュリティプロ人材育成短
期集中プログラム（ProSec）

東北大学、大阪大学、和
歌山大学、九州大学、長
崎県立大学、慶應義塾
大学

(特非)日本ネットワークセキュリティ協会、(一社)サイバーリスク情
報センター、 NTTアドバンステクノロジ(株)、(公財)仙台市産業振興
事業団、(一社) 宮城県情報サービス産業協会、(株)サイバー・ソ
リューションズ、(株)日立ソリューションズ東日本、 (株)富士通北陸
システムズ、パナソニック(株)、トレンドマイクロ(株)、 アクセンチュア
(株)、ビーコン・アソシエイツ(株)、Intertrust Technologies
Japan(株)、（独）情報処理推進機構、 和歌山県警、(株)ラック、福
岡県警、福岡県商工会議所連合会、福岡県商工会連合会、福岡
県中小企業団体中央会、(公財)福岡県中小企業振興センター、
LINE Fukuoka(株)、(株)セキュアスカイ・テクノロジー、 長崎県サイ
バーセキュリティ研究会、長崎県サイバーセキュリティ研究会、長
崎県警、長崎県庁、 (株) MHPSコントロールシステムズ、
(株)NDKCOM、 不動技研工業（株）

私立 金沢工業大学
成長分野を支える情報技術人材
の育成拠点の形成（enPiT）

先進ICTイノベーションデザイン・
プログラム

北陸先端科学技術大学
院大学

日本電気株式会社、アライドテレシスアカデミー株式会社

私立 立命館大学
証拠付けられた付加価値をもつ
ソフトウェアのユーザ中心設計

データによる仮説検証型付加価
値創出能力の教育プログラム

京都工芸繊維大学、滋
賀県立大学

公益財団法人　大阪市都市型産業振興センター、公益財団法人
滋賀県産業支援プラザ、公益社団法人　京都工業会、公益財団法
人　京都産業21

※申請資格等の有無にかかわらず、申請のあった大学等を全て記載。
※連携企業等については、申請書のとおり記載。

申請大学等一覧


